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Abstract 
The influence of an earthquake is to be considered for a realization of the International Linear Collider (ILC) in Japan. 

Seismic isolation technology has been developed in Japan to reduce the influence of an earthquake. The stable and reliable 
operation of the ILC can be expected by applying seismic isolation technology to the ILC facilities. An elastic body 
inserted between the foundation and the structure will reduce the shaking by the earthquake of the upper part structure, 
however, could amplify the microtremor. Therefore, it is indispensable to study the seismic isolation technology from the 
viewpoint of the microtremor. In this paper, after comparing seismic isolation technologies, the technology suitable for 
the ILC facilities is considered. And then, the influence caused by the microtremor with the seismic isolation technology 
is considered. 

 

1. はじめに 

国際リニアコライダー（ILC）の日本への立地に当たっ
て、地震の影響に対する対応が注目されるところである。
地震動は地下岩盤内では数分の１から 1/5 程度になるこ
とが知られており、地震による ILC 施設への影響は少な
いと思われるが、わが国は地震国であることから地震に
対する対応策を検討しておくことは有意義であると考え
られ、地震の影響に対する検討も行われている[1]。 

また、わが国では地震の影響を少なくするための免震
技術が発達している。免震技術を ILC 施設に適用するこ
とにより、より良好な運用が可能になる可能性がある。し
かしながら、免震技術は地盤と構造物の間に柔軟に変
形して地盤の揺れの上部構造物への伝達を低減するも
のであり、常時微動に対しては構造物にどのような影響
があるか明らかではない。本研究では、ILC 施設に適し
た免震技術について検討するとともに、免震技術を適用
した際の常時微動に対する構造物への影響について検
討した。 

 

2. ILC 施設で想定される揺れ 

ILC 施設の立地が期待される北上候補サイトは、土被
りが小さなところで約 20ｍ、大きなところで約 600ｍ、多く
は地下 100ｍ～200ｍに立地するとされる[2]。 

一般に、地下は地上より地震時の揺れが小さくなるこ
とが知られている。防災科学技術研究所では、地表と地
下約 100ｍに多数の地震計を設置しており、Fig. 1 は、東
北地方太平洋沖地震時に岩手県南部の地表で強震観
測網（KiK-net）で観測された地下の最大加速度と地表 
の最大加速度を比較した結果である[3]。 

Fig. 1 から、地下は地上の約 1/5 になっており、地下で 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Figure 1: Comparison of the maximum acceleration 
between ground surface and underground at the 2011 off 
the Pacific coast of Tohoku Earthquake around the 
Kitakami mountain area. 

は地上より地震時の被害を受けにくいことが分かる。 
なお、Fig. 1 に赤で示した 4 点は、北上山地に分布す

る花崗岩に設けられた観測点である。そのうちの一つで
ある藤沢観測点は ILC の候補地域に分布する千厩花崗
岩体に位置しており、後述する免震効果の解析的検討
では、藤沢観測点の地下 100m で、東北地方太平洋沖
地震時に観察された地震動を検討に使うことにした。 

3. 免震技術の概要 

3.1 免震装置の原理 

免震装置は、地盤（もしくは他に土台となるもの）と建
物の間に設置され、鉛直方向には構造物を支持しつつ、
水平方向には柔軟に変形して地盤の動きに追随しない
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で済むようにする装置である（Fig. 2）。水平方向に柔らか
くすることで建物の固有周期が伸び、建物への地震入力
が低減される。建物や地震の種類によって異なるが、免
震建物は地震の揺れの強さを耐震建物の半分以下に抑
えることが可能である。本研究では建築分野で適用が進
んだ免震技術を ILC 施設に適用することを検討した。 

Figure 2: Behavior at earthquake in an earthquake-resistant 
building and a quake-free building. 

3.2 免震装置の種類 

積層ゴム、すべり支承、転がり支承などが一般に用い
られる。Table 1 に免震装置の一例を一覧表にして示す。 

3.3 ILC 施設に適した免震装置の検討 

通常、免震建物は積層ゴムや弾性すべり支承で支持
されているため、耐震建物に比較して常時微動による免
震周期での揺れが大きくなる（Fig. 3）。極めて低振動な
環境が求められる ILC 施設においては、この揺れによっ
て施設の使用性に問題が生じることが懸念される。

このため、ILC 検出器の免震化を検討する際には、常
時微動による免震装置の揺れを抑制する機構が必要と

Table 1: The Kind of Seismic Isolators 

なり、その対策の一つとして剛すべり支承が挙げられる
（Fig. 4）。 

剛すべり支承は、弾性すべり支承と比較してすべり支

承に積層ゴム部がないため、常時微動においては耐震

建物に近い挙動となり、地震時にはすべりが生じて一般

の免震建物と同じ挙動となる。

Figure 3: Image of shaking by microtremor. 

a) Rigid slide bearing

b) Elastic slide bearing
Figure 4： Sliding bearing. 

4. 免震技術を適用した施設の振動測定例

免震建物が常時微動によりどの程度の揺れが生じて
いるかを実際に測定した結果を Fig. 5, 6 に示す。両建
物の地震時の設計周期はいずれも 3 秒以上である。
Fig. 5 a) は事務所ビルの測定例で、Fig. 6 a) は生産施
設の測定例である。免震装置はいずれも積層ゴムと弾性
すべり支承が用いられている。測定は加速度測定とし
て、所定の前処理（HPF 0.3Hz）をした後、積分を行うこと
により変位を算出した。

施設の場所によって変位は異なるが、外観的に見ると
免震層下で数μm、免震層上で数μm～20μm 程度で
あり、免震層上での変位増幅が確認できる。

Fig. 5 b), 6 b) に変位時刻歴から求めたフーリエ振幅
を示す。免震装置を取り付けたことにより 1Hz（1 秒）程度
の振動成分が免震層上で増幅していることが確認でき、
また、常時微動では設計周期より卓越周期が短くなって
いることがわかる。
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a) Measurement result of microtremor 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

b) Displacement Fourier amplitude 

Figure 5: Measurement result of seismic isolation structure 
(office building). 

 
 
 
 
 
 
 

a) Measurement result of microtremor 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

b) Displacement Fourier amplitude 

Figure 6: Measurement result of seismic isolation structure 
(production facility). 

5. 地震・微動応答解析 

ILC 検出器を免震化した際に検出器にどの程度の加

速度、変位が生じるか前述の藤沢の記録と簡易な解析

モデルを用いて検討した。 

5.1 解析モデル 

Fig. 7 に解析モデルを示す。解析モデルは、耐震モデ

ル、免震モデル 1（積層ゴム＋オイルダンパー）、及び上

述した剛すべり支承を用いた免震モデル 2 とした。耐震

モデルは固有周期 0.44 秒程度（ILC 一次モード）[4]、免

震モデル 1 は固有周期が 4.5 秒程度となるようにばねを

設置したモデルとした（ILC 重量 15,500tf）。免震モデル

2 の剛すべりの初期剛性は約 10,000tf/cm、摩擦係数は

0.01 とした。免震モデルのオイルダンパーは、等価減衰

定数で 20%程度を付加している。 
また、微動解析においては、振幅依存性を考慮して免

震周期は約 1 秒（Fig. 5, 6 参照、一般に微振動領域では

免震周期は短くなる）、ダンパーは微振動領域では効果

がないものとした。 
 

 
 
 
 
 
 

Figure 7: Analysis model. 

5.2 検討に用いた入力地震動 

入力地震動は、防災科学技術研究所の高感度地震

観測網 Hi-net で藤沢観測点の地下 100ｍで観測された

東北地方太平洋沖地震時の地震波の一部（EW 方向）と

した（Fig. 8）。また、常時微動は同様に藤沢観測点の静

穏な状態（2018.7.23.正午）のデータ（EW 方向）を用いた

（Fig. 9）。 

 

 
Figure 8: The acceleration of the earthquake wave and 
response spectrum. 
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Figure 9: The acceleration of the microtremor and response 
spectrum. 

 

5.3 応答解析結果 

1) 地震時応答解析結果 
Figure 10 にそれぞれの解析モデルの地震応答解析

結果を示す。 
耐震モデルでは最大応答加速度が 150gal 程度となっ

ているのに対し、免震モデル 1 では 3gal 程度と大幅に

小さく、免震の効果が顕著に表れている。特に免震効果

が大きいのは Fig. 8 に示したように今回検討に用いた入

力波に長周期成分がほとんど含まれていないためである。

また、免震モデル 2 においては、剛すべり支承の初期剛

性の影響により、若干免震モデルよりも加速度応答は大

きくなっているが、最大数 gal 程度であり、免震モデルと

同様に十分な免震効果が得られている。以上から、ILC
を免震化することにより、十分な地震応答低減効果が得

られることが分かった。 
 

 

 

Figure 10: Analysis result of earthquake response. 

2) 微動応答解析結果 
Fig. 11 に微動応答解析結果を示す。ILC 施設におい

ては、極めて小さい変位が問題となるため、解析結果は

地盤に対する相対変位の時刻歴を示している。ILC を地

盤に固定した場合の相対変位は約 0.01μm 程度である

のに対し、免震モデル 1 では、免震層の剛性が小さいた

め、変位は最大で 0.06μm 程度と数倍大きくなっている。 
一方、免震モデル 2 では、剛すべり支承の効果により、

耐震モデルと概ね同程度の変位となっている。以上から、

微振動領域では、ILC を免震化することにより変位が大

きくなるものの、剛すべり支承を適用することにより、免震

化しても変位の増大を抑えることが可能であることが確認

できた。 
 

  

Figure 11: Analysis result of microtremor. 

6． おわりに 

ILC 施設に適した免震技術について検討するとともに、

応答解析を行い、免震技術の効果を検討した。その結

果、積層ゴムと剛すべり支承を適用することにより、常時

微動時に変位が増幅される現象を抑制できることが分

かった。 
なお、今回の検討では、ILC 検出器を 1 質点に簡略

化したモデルで検討している。実際に近いモデルを用い

て解析した場合、結果が異なってくる可能性がある。この

点については今後の検討課題としたい。 
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